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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも２つの熱伝達性部材を集積して、熱伝導性樹脂の射出成形を用いて集積複合
部材を提供する方法であって、
　ａ）前記少なくとも２つの熱伝達性部材を成形用金型キャビティの中に配置し、その際
、前記熱伝達性部材の各々が、樹脂注入キャビティの表面を形成する少なくとも１つの露
出面を有するようにするステップと、
　ｂ）前記樹脂注入キャビティの中に前記熱伝導性樹脂を注入し、前記少なくとも２つの
熱伝達性部材の前記露出面と接触させて、前記集積複合部材を形成するステップと、を含
み、
　前記少なくとも２つの熱伝達性部材の少なくとも一方が、金属コアプリント回路基板（
ＭＣＰＣＢ）であり、
　前記熱伝導性樹脂が、少なくとも０．７Ｗ／ｍＫ以上の熱伝導率と、２２０℃未満の融
点を有する熱可塑性樹脂であり、この熱伝導率は２３℃でレーザフラッシュ法により、セ
ラミクスの熱伝導率に関するレーザフラッシュ法を用いた測定方法である日本工業規格（
ＪＩＳ）Ｒ１６１１にしたがって測定され、
　前記少なくとも２つの熱伝達性部材が、少なくとも１０Ｗ／ｍＫの熱伝導率を有し、
　前記少なくとも２つの熱伝達性部材の１または複数の他方が、金属コアプリント回路基
板（ＭＣＰＣＢ）、金属の管、板、ブロック、フレーム、筐体およびハウジング、グラフ
ァイトシート、熱伝導性複合材料の管、板、ブロック、フレーム、筐体およびハウジング
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、ならびにそのいずれかの組み合わせからなる群から選択され、
　前記熱伝導性複合材料が、セラミック複合材料、カーボンファイバ複合材料、熱伝導性
フィラを含む熱伝導性樹脂およびこれらの組み合わせからなる群から選択される方法。
【請求項２】
　ＬＥＤまたはＬＥＤアレイが前記金属コアプリント回路基板に取り付けられている請求
項１に記載の方法。
【請求項３】
　少なくとも１つの熱伝達性部材の前記少なくとも１つの露出面は、凹状、凸状、鋸歯状
、くぼみ状または、中断されてスリットをなす形状、あるいはこれらの組み合わせである
請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記熱伝導性樹脂の曲げ弾性係数が、ＩＳＯ１７８にしたがって測定されたとき８０℃
で３００ＭＰａ以上である請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　請求項１に記載の方法により提供される照明装置であって、前記照明装置が、ｉ）発光
ダイオード（ＬＥＤ）または発光ダイオード（ＬＥＤ）アレイと、ｉｉ）少なくとも１０
Ｗ／ｍＫの熱伝導率を有する金属コアプリント回路基板（ＭＣＰＣＢ）である第１の熱伝
達性部材であってその上に前記ＬＥＤまたはＬＥＤアレイが取り付けられる、第１の熱伝
達性部材と、ｉｉｉ）少なくとも１０Ｗ／ｍＫの熱伝導率を有する第２の熱伝達性部材と
、ｉｖ）前記第１および第２の熱伝達性部材を結合する熱伝導性樹脂とを備え、前記熱伝
導性樹脂が、少なくとも０．７Ｗ／ｍＫ以上の熱伝導率と、２２０℃未満の融点を有する
熱可塑性樹脂である、照明装置。
【請求項６】
　液晶表示体（ＬＣＤ）のＬＥＤバックライトとして利用される請求項５に記載の照明装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱伝達性部材を集積し、熱伝導性樹脂の射出成形を用いて集積複合部材を提
供するための方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　高い照度と長い動作寿命の観点から、発光ダイオード（ＬＥＤ）を光源に使用すること
が検討されている。米国特許第６２１１６２６号明細書が開示するＬＥＤ照明モジュール
は、熱伝達性部材および、ＬＥＤシステムと熱伝導樹脂等の熱接続部を備える。液晶表示
体（ＬＣＤ）の光源と、部屋の内外を照明するための光源が、具体的な用途として挙げら
れている。
【０００３】
　日本特開２００７－１０９６５６号公報が開示する発明では、ＬＣＤのバックライトと
してＬＥＤを使用している。このようなＬＥＤを照明に使用する場合、赤、青、緑等の複
数の色を組み合わせてＬＥＤアレイを作製し、白色光を放出させる。ＬＥＤは、金属コア
プリント回路基板（ＭＣＰＣＢ）の上にＬＥＤアレイを設置して構成される。一般に、Ｍ
ＣＰＣＢは、熱伝導性シートやグリース等の熱界面材料（ＴＩＭ）で金属製筐体に接合し
て、ＭＣＰＣＢと筐体との熱抵抗が低減されるようにする。ＬＥＤは、大量の熱を放出す
る。ＬＥＤ周辺からの熱の放出が不十分であると、ＬＥＤの照度が低下する。そのため、
ＬＥＤからの熱放射は、さまざまな手段を使って管理、制御される。たとえば、ＬＥＤを
光源とする従来のＬＣＤの場合、熱がＬＥＤから放射される順序は、ＬＥＤチップからＭ
ＣＰＣＢ、熱伝導性グリース、アルミニウムブロック、熱伝導性シート、アルミニウム製
筐体、熱伝導性グリース、そしてヒートシンクである。このようなデバイスにおいては、
部材の接合、すなわちＭＣＰＣＢとアルミニウム製筐体との接合およびアルミニウム製筐
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体とヒートシンクとの接合は、ねじ留め等の機械的手段によって行われる。
【０００４】
　しかしながら、機械的手段によって部材を接合すると、組立に要する時間が長くなり、
量産性が低下する。さらに熱伝導性シートまたは熱伝導性グリースは一般的に高価であり
、製品のコスト競争力を弱める原因となる。必要とされているのは、熱伝達性部材とＬＥ
Ｄを、各種部材を機械的に加工せずに集積する方法である。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の１つの態様は、少なくとも２つの熱伝達性部材を集積して、集積複合部材を提
供する方法であり、この方法は、
　ａ）少なくとも２つの熱伝達性部材を成形用金型キャビティ内に配置して、その際、前
記熱伝達性部材の各々が樹脂注入キャビティの表面を構成する少なくとも１つの露出面を
有するようにするステップと、
　ｂ）熱伝導性樹脂を樹脂注入キャビティの中に注入して、少なくとも２つの熱伝達性部
材の露出面と接触させ、集積複合部材を形成するステップと、
を含み、
　熱伝導性樹脂の熱伝導率は少なくとも０．７Ｗ／ｍＫ以上である。
【０００６】
　他の実施形態は、本発明の方法の各種の実施形態によって提供される集積複合部材であ
る。
【０００７】
　他の実施形態は、本発明の各種の実施形態の方法により提供される集積複合部材と熱接
触する発光ダイオードを有する照明装置である。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明のある実施形態により提供される集積複合部材を示す図である。
【図２】本発明のある実施形態により提供される集積複合部材を示す図である。
【図３】本発明のある実施形態により提供される集積複合部材を示す図である。
【図４】本発明のある実施形態により提供される集積複合部材を示す図である。
【図５】本発明のある実施形態により提供されるＬＥＤアレイを備えるＭＣＰＣＢを有す
る照明装置を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明の方法に有益な熱伝達性部材は、一般的にインサート射出成形用キャビティに適
合できる寸法であり、熱伝導率が少なくとも１０．０Ｗ／ｍ・Ｋ、より好ましくは少なく
とも１００Ｗ／ｍ・Ｋであれば、どのような熱伝導性成形品であってもよい。熱伝達性部
材は、好ましくは、軟化点または融点が、この方法で使用される最高温度より少なくとも
１００℃高い。熱伝達性部材は、金属、高導電性フィラを含有するものをはじめとする熱
伝導性複合材料および、炭素複合材料とシートで作製することができる。具体的な熱伝達
性部材としては、ＭＣＰＣＢ、金属の管、板、ブロック、フレーム、筐体およびハウジン
グ、グラファイトシート、熱伝導性複合材料の管、板、ブロック、フレーム、筐体および
ハウジング、ならびにこれらのあらゆる組み合わせからなる群から選択されるものがある
。
【００１０】
　本発明において有益な熱伝達性部材としては、動作中のデバイスの中で放熱器および／
またはヒートシンクとして機能する熱伝導性成形品がある。放熱器は一般に、ＬＥＤ等の
放熱源からの熱を受け取る受熱面として機能する表面と、たとえば、外部大気または熱伝
導性樹脂等の別の媒体に熱を伝達するように機能する放熱面を有する熱伝達性部材である
。集積複合部材に組み込む前は、ある熱伝達性部材のある表面が放熱面と受熱面のいずれ
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とみなされるか判断できないかもしれず、これは、その具体的な機能が熱伝達性部材と放
熱源との関係によって決まるからである。放熱器の例としては、熱伝導性筐体、熱伝導性
ハウジングおよび熱伝導性フレームを単独で用いたもの、あるいはこれらを一連のフィン
を有する高表面積放熱器と組み合わせて、部材と大気またはその他の媒体との間の表面積
を増大させたものがある。
【００１１】
　高表面積放熱器を本発明の方法に用いる場合、たとえばＭＣＰＣＢまたはアルミニウム
ブロック等の熱伝達性ユニットと高表面積放熱器を、管を使って相互に接続してもよく、
この管の中に水またはオイルを熱伝達媒体として通し、水またはオイルを循環させること
により、ＬＥＤ等の放熱源から発生される熱を放散させる。このような循環管と熱伝達性
部材との一体化および／または循環管と放熱器の一体化は、これらの部材を熱伝導性樹脂
でインサート成形することによって行うことができる。
【００１２】
　本発明において有益であり、ヒートシンクでもある熱伝達性部材は一般に、大量の熱を
蓄積し、この熱を長時間かけて放出する能力を有する金属ブロックの形態をとる。ヒート
シンクは、ＬＥＤ等の放熱源からの熱を受け取る受熱面として機能する表面と、放熱器と
同様に、別の媒体に熱を伝達するように機能する放熱面を有する。ヒートシンクと放熱器
とを分ける相違点は、ヒートシンクが、物質の質量に起因する熱とヒートシンク内に含ま
れる材料の特定の物理的属性に起因する熱のいずれも蓄えられる大きな容量を有する点で
ある。たとえば、１つの実施形態において、工程では、熱伝導媒体と、熱を吸収すること
により位相変化、たとえば溶融を起こす能力を有する材料を含むヒートシンクである熱伝
達性部材を利用する。
【００１３】
　熱伝達性部材が金属である場合、使用される金属は特に限定されず、金属の種類の例と
しては、スチール、ニッケル、クロム、銅、錫、チタン、アルミニウム、マグネシウムお
よびこれらのあらゆる組み合わせがある。銅とアルミニウムが好ましく、アルミニウムが
より好ましい。アルミニウム板またはアルミニウムブロックは熱伝達性部材として特に好
適である。熱伝達性部材として好ましい金属フレーム、筐体およびハウジングは、アルミ
ニウムまたはマグネシウム、最も好ましくはアルミニウムで作製される。
【００１４】
　熱伝達性部材が熱伝導性複合材料である場合、使用される複合材料は、所望の熱伝導率
を有していれば、特に限定されない。その例としては、セラミック複合材料、カーボンフ
ァイバ複合材料、熱伝導性フィラを含む熱伝導性樹脂およびこれらのあらゆる組み合わせ
がある。
【００１５】
　ある具体的な実施形態としての方法において、少なくとも１つの熱伝達性部材はＭＣＰ
ＣＢである。別の実施形態としての方法において、少なくとも１つの熱伝達性部材は、そ
の上にＬＥＤまたは／およびＬＥＤアレイが実装されているＭＣＰＣＢである。他の実施
形態は、これら２つの具体的な実施形態により提供される成形品である。
【００１６】
　本発明の方法では、熱伝達性部材の少なくとも２つ以上を受けるようになされた射出成
形用金型キャビティが必要であり、その際、熱伝達性部材の各々が、成形用金型キャビテ
ィの中に配置されたときに、樹脂注入キャビティの表面を形成する少なくとも１つの露出
面を有するように受けられなければならない。樹脂注入キャビティは、インサート射出成
形の分野で周知のように、金型が閉じた状態にあるときに形成される。
【００１７】
　成形用金型キャビティ内に配置される２つ以上の熱伝達性部材は、同じでも異なってい
てもよい。２つ以上の熱伝達性部材はそれぞれ、樹脂注入キャビティの表面を形成する少
なくとも１つの露出面を有する。「少なくとも１つの露出面」は、平面、斜面、湾曲面、
複数の面、角度または曲面を含む表面、あるいはそれらの組み合わせ等、技術者が好むど
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のよう形状であってもよい。「少なくとも」という用語により、１つの熱伝達性部材内に
１つより多い、２つより多い、３つより多い等々の露出面があることを意味し、これらは
同じ表面の異なる部分であってもよい。
【００１８】
　熱伝達性部材を成形用金型キャビティ内に挿入し、金型を閉止して樹脂注入キャビティ
を形成したら、熱伝導性樹脂を樹脂注入キャビティ内に注入し、少なくとも２つの熱伝達
性部材の露出面と接触させて、集積複合部材を形成する。本発明で有益な熱伝導性樹脂は
、熱伝導率が少なくとも０．７Ｗ／ｍ・Ｋ、好ましくは１Ｗ／ｍＫ以上を有するものであ
り、この熱伝導率は２３℃でレーザフラッシュ法により、セラミクスの熱伝導率に関する
レーザフラッシュ法を用いた測定方法である日本工業規格（ＪＩＳ）Ｒ１６１１にしたが
って測定される。１つの実施形態において、熱伝導性樹脂の曲げ弾性係数は、８０℃で好
ましくは３００ＭＰａ、好ましくは１Ｇｐａ以上であり、これはＩＳＯ　１７８にしたが
って測定される。
【００１９】
　熱伝導性樹脂は、２つ以上の熱伝達性部材を相互に結合するのに使用される。必要な熱
伝導性を有するのであれば、どのような熱伝導性樹脂でも使用できる。たとえば、熱伝導
性樹脂は、熱可塑性樹脂マトリクスの中に分散させた熱伝導性フィラであってもよい。マ
トリクスとして使用可能な熱可塑性樹脂は、ポリエチレンやポリプロピレン等のポリオレ
フィン樹脂、アイオノマ等の変性ポリオレフィン樹脂、ＰＡ６、ＰＡ６６、ＰＡ１１、Ｐ
Ａ１２および半芳香族ポリアミド樹脂等のポリアミド樹脂（ＰＡ）、ポリエチレンテレフ
タレート、ポリブチレンテレフタレートおよびポリシクロヘキシルメチレンテレフタレー
ト等のポリエステル樹脂、ポリエーテルエステル共重合体、ＡＢＳ樹脂、ポリカーボネー
ト樹脂、変性ポリフェニレンエーテル樹脂、ポリアセタール樹脂、ポリフェニレンサルフ
ァイド樹脂、全芳香族ポリエステル樹脂、ポリエーテルエーテルケトン樹脂、ポリエーテ
ルサルフォン樹脂、ポリサルフォン樹脂、ポリアミド－イミド樹脂その他である。さらに
、これらの樹脂を構成する成分を複合することによって得られる共重合体を使用してもよ
い。また、これらの熱可塑性樹脂は単独で使用してもよく、あるいはそのうちの２つ以上
の組み合わせも使用できる。好ましくは、熱伝導性樹脂は、ポリアミド樹脂、ポリエステ
ル樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂および液晶ポリマ（ＬＣＰ）からなる群から選
択される。好ましくは、熱伝導性樹脂は、ガラス転移点（Ｔg）が５０℃以上、より好ま
しくは８０℃以上の熱可塑性樹脂を含む。
【００２０】
　熱伝達性部材の少なくとも１つがＭＣＰＣＢまたは、その上にＬＥＤもしくはＬＥＤア
レイが取り付けられたＭＣＰＣＢである実施形態において、熱伝導性樹脂は好ましくは、
融点が２２０℃未満、より好ましくは２００℃未満である。１つの実施形態において、熱
伝達性部材の少なくとも１つはＭＣＰＣＢまたは、その上にＬＥＤもしくはＬＥＤアレイ
が取り付けられたＭＣＰＣＢであり、熱伝導性樹脂はＰＡ６１２、ＰＡ６１０、ＰＡ１０
１０、ＰＡ１１、ＰＡ６１２、ポリエーテルエステルブロック共重合体およびアイオノマ
からなる群から選択される。
【００２１】
　熱可塑性樹脂マトリクスの中に分散させる熱伝導性フィラは、特に限定されない。有益
な熱伝導性フィラは、酸化アルミニウム（アルミナ）、酸化亜鉛、酸化マグネシウムおよ
び二酸化珪素等の酸化物の粉末、フレークおよび繊維、窒化ホウ素、窒化アルミニウム、
窒化珪素等の窒化物の粉末、フレークおよび繊維、金、銀、アルミニウム、鉄、銅、錫、
鉛フリーはんだに使用される錫ベース合金等の金属および金属合金の粉末、フレークおよ
び繊維、カーボンファイバ、グラファイトのフレークまたは繊維、炭化珪素粉末、フッ化
カルシウム粉末その他からなる群から選択される。このようなフィラは単独で使用しても
よく、あるいはその中の２つ以上の組み合わせも使用できる。
【００２２】
　熱伝導性フィラの表面は、フィラ表面とマトリクス樹脂の間の界面接合を改善するため
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に、カップリング剤で処理することができる。カップリング剤の例としては、シラン系、
チタン系、ジルコン系、アルミニウム系、ジルコアルミニウム系カップリング剤がある。
【００２３】
　有益なカップリング剤としては、たとえば、周期表の第ＩＩＩａからＶＩＩＩａ、Ｉｂ
、ＩＩｂ、ＩＩＩｂ、ＩＶｂ族に属するものを含む金属水酸化物および金属アルコキシド
ならびにランタニドがある。具体的なカップリング剤は、金属水酸化物および、Ｔｉ、Ｚ
ｒ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｃｕ、Ｚｎ、Ａｌ、Ｂからなる群から選択された金属のア
ルコキシドである。好ましい金属水酸化物および金属アルコキシドは、ＴｉとＺｒのそれ
らである。具体的な金属アルコキシドカップリング剤は、チタン系、ジルコン系オルトエ
ステルおよびキレートであり、これには式（Ｉ）、（ＩＩ）、（ＩＩＩ）の化合物が含ま
れる。
【００２４】
【化１】

【００２５】
式中、
Ｍは、ＴｉまたはＺｒであり、
Ｒは、一価Ｃ1－Ｃ8直鎖または分岐型アルキルであり、
Ｙは、－ＣＨ（ＣＨ3）－、－Ｃ（ＣＨ3）＝ＣＨ2－または－ＣＨ2ＣＨ2－から選択され
る二価ラジカルであり、
Ｘは、ＯＨ、－Ｎ（Ｒ1）2、－Ｃ（Ｏ）ＯＲ3、－Ｃ（Ｏ）Ｒ3、－ＣＯ2

-Ａ+である。Ｘ
において、
Ｒ1は、－ＣＨ3またはＣ2－Ｃ4直鎖または分岐型アルキルであり、任意で、ヒドロキシル
基で置換し、またはエーテル酸素で中断されてもよいが、１つの炭素原子には２つ以上の
ヘテロ原子が結合しないものとし、
Ｒ3は、Ｃ1－Ｃ4直鎖または分岐型アルキルであり、
Ａ+は、ＮＨ4

+，Ｌｉ+，Ｎａ+またはＫ+から選択される。
【００２６】
　カップリング剤は、フィラを樹脂と混合する前にフィラに添加することができ、あるい
はフィラと樹脂との混和中に添加してもよい。カップリング剤の添加量は、フィラの重量
に関して、好ましくは０．１から５重量％、または好ましくは０．５から２重量％である
。フィラと樹脂との混和中にカップリング剤を添加する場合は、熱伝達性ユニットまたは
放熱ユニットの接合面に使用される金属と熱伝導性樹脂との接着性を高めることができる



(7) JP 5539957 B2 2014.7.2

10

20

30

40

50

という別の利点も得られる。
【００２７】
　フィラの粒径が小さすぎると、混和中に樹脂の粘性が増し、フィラを完全に分散させる
ことができなくなることがある。すると、高い熱導電性を有する樹脂が得られないかもし
れない。フィラの粒径が大きすぎると、熱伝導性樹脂を樹脂注入キャビティの薄い部分、
特に放熱部材に関連付けられる部分に注入することが不可能となるかもしれない。したが
って、フィラの平均粒径は、好ましくは０．１から５００μｍ、より好ましくは３から１
００μｍであり、これはたとえば、Ｓｅｌａｓ　Ｇｒａｎｏｌｏｍｅｔｅｒ「モデル９２
０」によるレーザ回折式粒径分布または、コールター株式会社製のレーザ回折散乱式粒径
分布測定器「ＬＳ－２３０」を使って測定される。
【００２８】
　熱可塑性樹脂のマトリクスの中に分散させる熱伝導性樹脂の含有量は、熱伝導性樹脂の
体積に基づき、好ましくは２０から７０ｖｏｌ％、好ましくは３０から５０ｖｏｌ％であ
る。
【００２９】
　熱伝導性樹脂には、必要に応じて、他のフィラ、難燃剤、熱安定化剤、粘性調整剤、耐
候性強化剤および、当業界で公知のその他の添加剤を含めることができる。
【００３０】
　本発明に使用可能な熱伝導性樹脂は、フィラおよびその他の添加剤を熱可塑性樹脂とと
もに分散させるための当業界で良く知られている方法、たとえば、単軸押出機、二軸押出
機、圧延機、Ｂａｎｂｕｒｙミキサ、Ｂｒａｂｅｎｄｅｒ、混練機または高せん断ミキサ
等を用いた方法によって作ることができる。
【００３１】
　１つの実施形態において、少なくとも１つの熱伝達性部材の少なくとも１つの露出面は
少なくとも２つの表面部分を有し、前記少なくとも２つの表面部分は、相互に対して有限
角度をなす表面平面を有する。
【００３２】
　１つの実施形態において、各熱伝達性部材の少なくとも１つの露出面は少なくとも２つ
の表面部分を有し、前記少なくとも２つの表面部分は、相互に対して有限角度をなす表面
平面を有する。
【００３３】
　他の実施形態において、少なくとも１つの熱伝達性部材の少なくとも１つの露出面は２
つの表面部分を有し、前記少なくとも２つの表面部分は、相互に対して平行な表面平面を
有する。
【００３４】
　別の実施形態において、少なくとも１つの熱伝達性部材の少なくとも１つの露出面は、
凹状、凸状、鋸歯状、くぼみ状または、中断されてスリットをなす形状、あるいはこれら
のいずれかの組み合わせであってもよい。「スリット」という用語により、露出面が、対
向する露出面に至る溝によって中断されることを意味し、注入ステップ中、樹脂はその中
を流れる。１つの実施形態において、少なくとも１つの熱伝達性部材は、対向する露出面
に至る１つまたは複数のスリット、すなわち溝を有する少なくとも１つの露出面を有する
。図４は、後述のように、このような実施形態の方法によって作製される集積複合部材を
示す。
【００３５】
　添付の図面に、本発明の各種の実施形態により提供されるいくつかの複合部材を示す。
【００３６】
　図１は、本発明の方法により作製される集積複合部材を示しており、この中で、金属板
（１）は、ＬＥＤ（図示せず）からの熱を受け取る受熱面（１ａ）と、受熱面と対向する
放熱面（１ｂ）と、側面（１ｃ）を有し、金属筐体（２）は、受熱面（２ａ）と、放熱面
（２ｂ）と、側面（２ｃ）を有し、金属板（１）と金属筐体（２）は、熱伝導性樹脂部材



(8) JP 5539957 B2 2014.7.2

10

20

30

40

50

（３）によって結合され、熱伝導性樹脂部材（３）は、放熱面（１ｂ）と受熱面（２ａ）
を越えて延びる側面（３ａ）と、受熱面（１ａ）の一部を越えて、これを覆うように延び
るフック部（３ｂ）を有する。この例では、放熱面（１ｂ）には陥凹部（１ｄ）が設けら
れている。側面部（１ｃ）および／または受熱面（１ａ）は、任意で陥凹部を有していて
もよく、熱伝導性樹脂部材のフック部（３ｂ）は、（１ａ）の陥凹部（これがある場合。
ただし、図示せず）まで延びていてもよい。図１において、受熱面（２ａ）と側面（２ｃ
）は相互に直角であり、少なくとも１つの熱伝達性部材の少なくとも１つの露出面が少な
くとも２つの表面部分を有し、前記少なくとも２つの表面部分は、相互に有限角度をなす
表面平面を有するという実施形態によって提供される集積複合部材を示している。さらに
、図１の表面（１ｃ）と（１ｂ）が相互に直角であることから、各熱伝達性部材の少なく
とも１つの露出面が少なくとも２つの表面部分を有し、前記少なくとも２つの表面部分は
、相互に対して有限角度をなす表面平面を有するという実施形態により提供される集積複
合部材を示している。
【００３７】
　図２は、本発明の方法により作製される集積複合部材を示しており、この中で、金属筐
体（２）は、受熱面（２ａ）と、受熱面に対向する放熱面（２ｂ）と、側面（２ｃ）を有
し、金属板（１）は、ＬＥＤ（図示せず）からの熱を受ける受熱面（１ａ）と、放熱面（
１ｂ）と、側面（１ｃ）を有し、金属板（１）と金属筐体（２）は、熱伝導性樹脂部材（
３）によって結合され、熱伝導性樹脂部材は、受熱面（２ａ）と放熱面（１ｂ）を越えて
延びる側部（３ａ）と、放熱面（２ｂ）の一部を越えて、これを覆うように延びるフック
部（３ｂ）を有する。この例では、受熱面（２ａ）に陥凹部（２ｄ）が設けられている。
側部（２ｃ）および／または放熱面（２ｂ）は、任意で陥凹部を有していてもよく、熱伝
導性樹脂部材のフック部（３ｂ）は、（２ｂ）の陥凹部（これがある場合。ただし、図示
せず）まで延びていてもよい。図２において、受熱面（２ａ）と、放熱面（２ｂ）と、そ
のうちのフック部（３ｂ）に隣接した部分は、本発明の１つの実施形態において要求され
るように、少なくとも１つの熱伝達性部材の少なくとも１つの露出面が２つの表面部分を
有し、前記少なくとも２つの表面部分は相互に平行な表面平面を有することを示している
。
【００３８】
　図３は、本発明の方法により作製される集積複合部材を示しており、その中で、金属板
（１）はＬＥＤからの熱を受ける受熱面（１ａ）と、受熱面と対向する放熱面（１ｂ）と
、側面（１ｃ）を有し、金属筐体（２）は受熱面（２ａ）と、放熱面（２ｂ）と、側面（
２ｃ）を有し、金属板（１）と金属筐体（２）は、熱伝導性樹脂部材（３）によって連結
され、熱伝導性樹脂は、放熱面（１ｂ）と受熱面（２ａ）を越えて延びる側面部（３ａ）
を有する。この例では、放熱面（１ｂ）の上に陥凹部（１ｄ）が設けられ、受熱面（２ｂ
）の上に陥凹部（２ｄ）が設けられている。
【００３９】
　図４は、図１の変形版であり、金属筐体（２）の受熱面（２ａ）の１つまたは複数の部
分は、スリット（２ｅ）を形成する。熱伝導性樹脂部材（３）は、放熱面（１ｂ）と受熱
面（２ａ）を越えて延びる側面部（３ａ）を有し、スリット（２ｅ）の中にも延びて、放
熱面（２ｂ）の一部の上にフック部（３ｃ）が設けられる。
【００４０】
　図５は、本発明の工程により作製される照明装置を示しており、その中で、ＬＥＤアレ
イ（５）を有するＭＣＰＣＢ（４）が、ＬＥＤからの熱を受ける受熱面（１ａ）と、受熱
面に対向する放熱面（１ｂ）と、側面（１ｃ）を有する金属板（１）の上に取り付けられ
、金属筐体（２）は受熱面（２ａ）と放熱面（２ｂ）と側面（２ｃ）を有し、金属板（１
）と金属筐体（２）は、熱伝導性樹脂部材（３）によって結合され、熱伝導性樹脂は、受
熱面（１ａ）と放熱面（１ｂ）の間に延びる側面部（３ａ）と、受熱面（１ａ）の一部を
越えて、これを覆うように延びるフック部（３ｂ）を有する。
【００４１】
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　本発明の方法により、照明装置である成形品を提供することができ、たとえば、その中
で、１つのＬＥＤまたはＬＥＤアレイは、１つまたは複数の熱伝達部材、たとえば、ＭＣ
ＰＣＢと熱接触する。したがって、本発明は、液晶表示体（ＬＣＤ）のＬＥＤバックライ
ト、自動車用照明、装飾用照明、看板および宣伝用照明、情報表示等に利用できる。
【００４２】
　他の実施形態は、本発明の方法により提供される集積複合部材と熱接触する発光ダイオ
ードを備える照明装置である。この実施形態において、「熱接触」という用語は、発光ダ
イオードが直接接触する、または他の素子を介して接触することを意味する。
【００４３】
材料
　ＺｙｔｅＩＨＴＮ（登録商標）５０１は、Ｅ．Ｉ．ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕ
ｒｓ　ａｎｄ　Ｃｏ．，Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，ＤＥが販売するポリアミド６Ｔ／６６共
重合体である。
【００４４】
　変性ＥＰＤＭ：２．１重量％の無水マレイン酸がグラフトされたＥＰＤＭ（エチレン／
プロピレン／ジエンポリオレフィン）をＤｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　（Ｍｉｄｌａｎｄ，
Ｍｉｃｈｉｇａｎ，ＵＳＡ）から購入した。
【００４５】
　ｍ－ＭｇＯ：タテホ化学工業株式会社が販売するＣｏｏｌｆｉｌｌｅｒ（登録商標）Ｃ
Ｆ２－１００Ａ酸化マグネシウムをトリメトキシ－３－アミノプロポキシシランカップリ
ング剤１重量％で表面改質して得た変性酸化マグネシウム粉末。Ｃｏｏｌｆｉｌｌｅｒ（
登録商標）酸化マグネシウムの平均粒径は、約２５μｍであった。
【００４６】
　表１に示す熱伝導性樹脂組成物（組成物１）を、二軸押出機を使って調製した。組成物
１を使い、厚さ４ｍｍのＩＳＯサンプルを射出成形で製作した。ＩＳＯ　１７８による方
法を用いて測定した曲げ弾性係数を表１に示す。
【００４７】
　組成物１の熱伝導率は、レーザフラッシュ法（ＪＩＳ　Ｒ１６１１）で測定した。
【００４８】
【表１】

【実施例】
【００４９】
実施例１
　それぞれ厚さ１ｍｍの２枚のアルミニウム板を、射出成形機の金型の中に、板間の間隙
が約２ｍｍの樹脂注入キャビティが形成されるように挿入した。熱伝導性樹脂の組成物１
を注入樹脂キャビティの中に注入し、アルミニウム／熱伝導性樹脂集積複合部材を作製し
た。
【００５０】
　上記の複合部材のアルミニウム板の一方にＬＥＤのＭＣＰＣＢ回路板を設置し、アルミ
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ニウムブロックのヒートシンクをもう一方のアルミニウム板の上に、熱伝導性シートを介
して付着させた。ＬＥＤに一定の電力（１２Ｖ）を印加し、ＬＥＤの表面温度（Ｔｃ）と
ヒートシンクの表面温度（Ｔｊ）が一定になったところで、次式を用いて熱抵抗（ΨＪｔ
）を算出した。
ΨＪｔ＝（Ｔｊ－Ｔｃ）／消費電力（℃／Ｗ）
測定された熱抵抗は０．３℃／Ｗであった。
【００５１】
比較例１
　アルミニウム／熱伝導性樹脂集積複合部材を、注入段階で、熱伝導率０．３Ｗ／ｍ・Ｋ
の３５％ガラスファイバ補強ポリアミド（本件特許出願人が販売するＺｙｔｅｌ（登録商
標）ＨＴＮ　５１Ｇ３５Ｌ）を使用したことを除き、例１と同じ方法で作製した。この複
合部材について例１と同じ方法で求められた熱抵抗は、０．８℃／Ｗであった。
【００５２】
　これは、樹脂の熱伝導率が複合部材の熱抵抗を決定する上で重要な属性であることを示
している。より高い熱伝導率の樹脂により、一般に、より低い熱抵抗の複合部材が得られ
る。
【００５３】
比較例２
　２つのアルミニウム板を、厚さ１ｍｍ、熱伝導率２．５Ｗ／ｍ・Ｋの熱伝導性シート（
信越化学工業株式会社が販売するＴＣ－１００ＴＨＳ）を介してネジで固定し、複合成形
品を作製した。この成形品の熱抵抗を例１と同じ方法で測定したところ、０．３℃／Ｗで
あった。
【産業上の利用可能性】
【００５４】
　上記の実験が示しているように、本発明を利用することにより、ネジその他同様の器具
を用いることなく、優れた放熱特性を有する照明装置を作製できる。
　本願発明は、以下に示す実施形態をも含む。
１　少なくとも２つの熱伝達性部材を集積して、集積複合部材を提供する方法であって、
　ａ）前記少なくとも２つの熱伝達性部材を成形用金型キャビティの中に配置し、その際
、前記熱伝達性部材の各々が、樹脂注入キャビティの表面を形成する少なくとも１つの露
出面を有するようにするステップと、
　ｂ）前記樹脂注入キャビティの中に熱伝導性樹脂を注入し、前記少なくとも２つの熱伝
達性部材の前記露出面と接触させて、前記集積複合部材を形成するステップと、を含み、
　前記熱伝導性部材の熱伝導率は少なくとも０．７Ｗ／ｍＫ以上である方法。
２　少なくとも１つの熱伝達性部材の前記少なくとも１つの露出面は少なくとも２つの表
面部分を有し、前記少なくとも２つの表面部分は、相互に対して有限角度をなす表面平面
を有する上記１に記載の方法。
３　少なくとも１つの熱伝達性部材の前記少なくとも１つの露出面は２つの表面部分を有
し、前記少なくとも２つの表面部分は、相互に平行な表面平面を有する上記１に記載の方
法。
４　前記熱伝達性部材は、ＭＣＰＣＢ、金属の管、板、ブロック、フレーム、筐体および
ハウジンググラファイトシート、熱伝導性複合材料の管、板、ブロック、フレーム、筐体
およびハウジング、ならびにそのいずれかの組み合わせからなる群から選択される上記１
に記載の方法。
５　前記成形用金型キャビティ内の前記少なくとも２つの熱伝達性部材の少なくとも一方
は、その上にＬＥＤまたは／およびＬＥＤアレイが取り付けられたＭＣＰＣＢである上記
１に記載の方法。
６　少なくとも１つの熱伝達性部材の前記少なくとも１つの露出面は、凹状、凸状、鋸歯
状、くぼみ状または、中断されてスリットをなす形状、あるいはこれらの組み合わせであ
る上記１に記載の方法。



(11) JP 5539957 B2 2014.7.2

７　前記熱伝導性樹脂の曲げ弾性係数が８０℃で３００ＭＰａ以上である上記１に記載の
方法。
８　上記１に記載の方法により提供される前記集積複合部材と熱接触する発光ダイオード
を備える照明装置。
９　上記８に記載の前記照明装置をバックライトとして備える液晶表示装置。
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